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本 部 事 務 局 

１ 趣 旨 

  関西地域では、文化庁、消費者庁及び総務省統計局をはじめ、研修・研究機関について

６機関の移転が決定された。これらの移転を実現することは、国土の双眼構造の構築、東

京一極集中の是正に資することから、関西広域連合としても構成府県の取組を支援してい

くこととする。 

２ 取組内容 

(1) 各構成府県市における政府機関等の移転の進捗状況等についての情報共有 

(2) 各構成府県市による移転に係る取組への支援 

(3) 関西への移転効果が十分に発揮できるよう、関西地域ならではの施策展開の検討及び 

実現に関する検討 

３ 取組体制 

(1) 「政府機関等対策委員会」の設置 

政府機関等の地方移転、機能向上に係る構成府県の取組を支援するため、現行の「国

出先機関対策委員会」に政府機関等対策の機能を付加し、委員会名を「政府機関等対策

委員会」とする。

(2) 「政府機関等対策ＰＴ」の設置 

上記委員会の下に、ＰＴとして「政府機関等対策ＰＴ」を新たに設置し、具体的な構

成府県市への支援策等について検討する。 
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